




表-2 囲い込み工の区分ごとに求められる機能 

区 分 延長（ｍ） 求められる機能 備 考 

① 239 ・油分の移動および拡散防止機能  

② 85  

③ 123  

④ 178 既設鋼矢板 

⑤ 118  

⑥ 55  

⑦ 55 

・油分の移動および拡散防止機能 

・油回収の一方策である土壌（PCB を

含む油が付着した土壌）の掘削除去

時の土留め機能 

 

合計 853（既設鋼矢板を除いた合計 L=675ｍ）  

 

４ 囲い込み工の検討 

４．１ 囲い込み方式について 

 囲い込み方式は、地下水面上にある油の移動・拡散を防止できるものとする必要がある。 

 囲い込み方式には、「浮き型」と「根入れ型」があり、特性比較表を表-3に示す。 

 

表-3 囲い込み方式の特性比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工法名称 浮き型 根入れ型

概 要
・不透水層までの根入れは行ない囲い込み工である。
・地下水の移動はあるが、地下水面上の油の移動を制限す
ることが可能である。

・不透水層までの根入れを行う囲い込み工である。
・地下水の移動を制限できる。
・根入れ型においては、地下水位の管理が重要となる。

概要図

設置深さ 10ｍ～15ｍ程度
25ｍ以上

（不透水層まで）

油移動の制限 ○ ○

施工の確実性 ○ △（不透水層の確実な把握が必要）

維持管理 ○ △(揚水管理が必要）

経済性 ○ △

施工速度 ○ △

壁内の掘削 ○（必要に応じ補助工法が必要） ○（必要に応じ補助工法が必要）

主な適用技術 鋼矢板
・地中連続壁

・ソイルセメント固化壁

実 績 あり あり
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５ 囲い込み工の設置深度の設定 

囲い込み工の区分ごとの設置深度は、表-2に示した機能から設定することができる。 

また、求められる機能が複数ある場合には、より深い設置深度とする必要があると想定され、

既設鋼矢板の設置深度（TP+12.3ｍ）も考慮して、設置深度を設定することが肝要と考えられる。 

 

５．１ 油分の移動・拡散防止機能から想定される設置深度 

油分の移動・拡散防止機能を確保するためには、油膜判定による汚染範囲下端の深度以上

の囲い込み工を設置する必要があると考えられる。油分の移動・拡散防止機能から想定され

る深度設定は、囲い込み工近傍の油膜判定による汚染範囲下端より 1.0ｍ深い範囲と設定す

る。 

油分の移動・拡散防止機能から想定される深度設定を表-6に示す。 

 

表-6 油分の移動・拡散防止機能から想定される設置深度 

区 分 設置深度 備 考 

囲い込み工① TP+12.0ｍ 

囲い込み工①の近傍は、TP+13.0ｍ付近で油膜

検出が確認されているため、TP+12.0ｍの設置

深度としている。 

囲い込み工② TP+10.0ｍ  

囲い込み工③ TP+12.0ｍ  

囲い込み工④ TP+12.3ｍ 既設矢板の設置深度 

囲い込み工⑤ TP+12.0ｍ  

囲い込み工⑥ TP+9.0ｍ 

囲い込み工⑥の近傍は、TP+10.0ｍ付近で油膜

検出が確認されているため、TP+9.0ｍの設置深

度としている。 

囲い込み工⑦ TP+12.0ｍ  
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５．２ 掘削時の土留め工としての機能から想定される設置深度 

油回収の一方策である土壌（PCB を含む油が付着した土壌）の掘削除去時の土留め工とし

て必要な設置深度を表-7に示す。 

 

表-7 掘削時の土留め工の機能から想定される設置深度 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．３ 囲い込み工の設置深度 

以上より、囲い込み工の区分ごとの設置深度は、次に示す設置深度以上とすることが考え

られる。 

表-8 囲い込み工の設置深度 

区 分 設置深度 

囲い込み工① TP+12.0ｍ 

囲い込み工② TP+10.0ｍ 

囲い込み工③ TP+12.0ｍ 

囲い込み工④ TP+12.3ｍ 

囲い込み工⑤ TP+12.0ｍ 

囲い込み工⑥ TP+9.0ｍ 

囲い込み工⑦ TP+12.0ｍ 

 

 

区 分 想定される設置深度 備 考 

囲い込み工① - - 

囲い込み工② TP+11.0ｍ 
深度は、タイロッド式鋼矢板の

計算より算出 

囲い込み工③～⑦ TP+12.3ｍ 自立鋼矢板の計算より算出 
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６ 鋼矢板継手部での漏油防止措置 

６．１ 鋼矢板継手部での漏油防止措置 
鋼矢板は、連続した鋼材で構成されており、それ自体は漏油し難い材料である。 
しかし、継手部は打設性の観点から、適当な余裕代が必要であり、継手部を無処理のまま

打設すると漏油することが想定される。そのため、継手部には油分の移動・拡散防止効果を

高める措置が必要であり、膨潤性材料の塗布による対策が考えられる。 

＜参考：膨潤性材料を塗布した鋼矢板＞ 

膨潤性材料は、塗布後に硬化し、ゴム弾性を持つ生成物となる。鋼矢板打設後、周囲の地下

水を吸収して膨張し、継手の隙間に充填する。また、膨潤性遮水材は特殊ポリウレタンを主成

分とし、水を吸収して 3倍～20 倍程度まで膨張する。図-4 に膨潤性材料を塗布した継手部状況

を示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
６．２ 鋼矢板の耐久性 

鋼矢板の耐久性は、鋼矢板の腐食代により設定することが妥当と考えられる。腐食代の基

準は表-10 に示すとおりである。 

当現場の場合、鋼矢板の腐食代は表裏合わせて 2mm（片面 1mm）を想定し、土中の腐食速度

を 0.02～0.03mm/年と設定すれば、設計耐久年数は約 30 年～50 年となると考えられる。 

表-10 鋼矢板の腐食代及び防食法関する基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-4 膨潤性材料を塗布した継手部状況 
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